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東政連では都政への平成 30 年度要望事項として、新たに「事業承継推進への支援｣、｢ダイバーシティ経営の
取り組みに対する支援｣ を追加し、印刷業界のみならず社会的な有益性からも要望の実現を訴え意見交換を行った。

特に要望を重ねてきた ｢東京都発注印刷物の入札方法の改善｣ について、東京都財務局は平成 28 年度に 3 回
実施した最低制限価格制度を適用した試行案件により、制度導入への課題として社会保険に係る法定福利費の
計上方法や適正な予定価格を算出するための積算方法など諸課題を抽出した。この課題を解決するため同局は
平成 29 年 9 月に、印刷業務に関して調査・研究活動を通じて蓄積された知見により、適切かつ公正な助言がで
きる事業者として、一般財団法人経済調査会と ｢印刷請負仕様書作成・積算等支援業務委託契約｣ を結び、本
格導入に向けて取り組みを進めている。

都議会 4 会派へ提出した政策要望と東京都関係局からの中間回答（抜粋）は以下のとおり。

要望１．東京都発注印刷物の入札方法の改善

東京都発注の印刷物入札において、適正な積算根拠を伴わない過度の低価格受注や不適格な企業の参入は、
品質の低下を招くばかりでなく、印刷・同関連産業界の健全性を損なうものである。環境への配慮、労働安
全衛生の徹底、品質確保、ＢＣＰ対策等を維持している企業の健全な経営が維持できるよう、次の方策を講
じられたい。
（１）東京都財務局は ｢最低制限価格制度｣ の本格導入に向けて、平成 28 年度に同制度を適用した試行案件を 3

回にわたり実施し、その後、入札参加者にアンケートを行い発注に係る事務手続きや入札参加者の状況を検
証している。ついては、一刻も早く本格導入を図られると共に、都全体での実施を強く望むものである。

＜回答：財務局＞　印刷請負契約の最低制限価格制度の適用については、品質確保や担い手育成の観点から対
象案件を拡大し、平成 28 年 5 月 31 日に 1 件目を、
平成 29 年 1 月 10 日に 2 件目を公表して試行したと
ころであり、平成 29 年度につきましても引き続き
試行を実施する予定です。今後とも、環境への配慮、
労働安全衛生の徹底、ＢＣＰ対策等を維持している
企業の健全な経営が維持できるよう、最低制限価格
制度の本格導入に向けた試行と検討を重ねることで
実効性のある制度を構築していきます。

（２）「最低制限価格制度」の実施にあたり、一番重
要なことは適正な予定価格を算出するための積算
方法と積算根拠である。一般財団法人経済調査会
発行の「積算資料印刷料金」に掲載されている積
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東京都印刷産業政治連盟（東政連、森永伸博会長）は、平成 30 年度東京都予算等に関する要望について、
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民進党と定例のヒアリングを行い、要望書の提出をもって意見交換を行った。
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政策要望および東京都関係各局からの中間回答（２）

算方法の遵守は勿論のこと、併せて用紙やインキなどの原材料費の価格変動が反映された予定価格の設定
を図られたい。
＜回答：財務局＞　予定価格の設定に当たっては、客観的な資料に基づき行われることが重要と考えています。

頻繁に価格変動が発生する項目については、実勢価格等を事前に調査のうえ、設定することを基本として
います。

（３）発注物の性格から目的に合致した企画を提案し、その中からの企画・提案能力のある者を選ぶ ｢総合評
価方式｣ が平成 26 年度に試行され、採用される方向にあるが、より多くの入札で採用されたい。
＜回答：財務局＞　平成 26 年度から、価格及び品質等を総合的に考慮する必要がある案件について、総合評

価方式での契約を試行すると共に、平成 28 年 4 月に予定価格 1,500 万円以上の案件について原則として総
合評価方式を適用する方針を策定したところであり、今後とも、品質をより確保するための取り組みを実
施していきます。

（４）現在、東京都の中小印刷関連団体では東京都環境局の ｢平成 29 年度民間と連携した揮発性有機化合物
排出削減対策推進事業｣ を推進し、ＧＰ（グリーンプリンティング）工場認定、環境推進工場登録、ＣＳ
Ｒ認定など各種認証資格の取得に取り組んでいる。ついては各種認証取得企業への優先発注やその他イン
センティブの付与について対応策を講じられたい。
＜回答：財務局＞　総合評価方式の加点項目に、平成 25 年 3 月策定の環境省「プレミアム基準策定ガイドラ

イン」の設定において考慮すべき事項に挙げられている「グリーンプリンティング認定」を平成 27 年 4 月
より取り入れています。

（５）日本の首都、東京都には東京都以外に本社を置く企業の支社、営業所、工場が集中している。そのよう
な中、法人税の納付や都の雇用問題を鑑み、東京都の仕事は東京都に本社を置く企業に発注することが肝
要である。
＜回答：財務局＞　都の発注する契約に関して、多数の企業に広く受注機会を与えること、競争性を確保す

ることといった基本的考え方があるため、東京都内に本社のある企業を入札参加条件とすることは困難と
考えますが、指名にあたっては中小企業や地理的条件等を総合的に判断して指名しております。

（６）大きなイベントの印刷物は大手広告代理店や大手印刷会社を対象に広告業務として一括発注されること
が多いが、中小印刷業界まで波及するよう、企画、デザイン、印刷、発送など取り扱い品目ごとに分割発
注とされたい。
＜回答：財務局＞　都では、従来から契約のランク別発注、分離分割発注、事業協同組合の活用などにより、

中小企業の受注機会の確保に取り組んでおり、こうした契約上の取り組みを引き続き行っていきます。

要望２．事業承継推進への支援

（１）「事業承継」への取り組みは、中小印刷業界に限
らず、業界発展に必要な「業界の新陳代謝」を促進
するといった意味でも非常に重要なものである。都
でも、様々な支援を実施されていることは承知して
いるが、なお一層の支援策として、組合事業への直
接支援、さらには個々の企業に対しての支援などの
予算措置を講じられたい。

＜回答：産業労働局＞　都では、後継者不在など事業
承継に悩みを抱える中小企業を対象とした「事業承
継・再生支援事業」を実施しています。専門スタッ
フによる相談体制の整備のほか、計画的な事業承継
への取り組みを促すセミナーや、後継予定者または 都民ファーストの会
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政策要望および東京都関係各局からの中間回答（３）

承継後間もない経営者を対象に、経営者に必要なスキルや知識を身につける事業承継塾を開催するなどの
普及啓発に努めています。また、優れた技術者を有し、かつ早期の事業承継が必要な企業に対しては、経
営改善から後継者の選定・育成に至るまで一貫した支援を複数年にわたり実施するとともに、事業承継や
経営安定化に必要な経費の助成を行っています。

　　さらに、平成 27 年度に地域持続化支援事業を開始し、小規模企業が経営を大胆に見直し、世代交代や業
態の転換等により持続的な発展を図ることができるよう、商工会議所等が都内に支援拠点を 6 か所設置し
て小規模企業を支援する取り組みに対して経費を助成しています。

　　組合に対しては、事業承継セミナーや個別相談会、業種別勉強会などの取り組みが行われています。小
規模企業の事業承継に向けた取り組みに対して、引き続き、着実に支援を実施してまいります。

（２）中小規模企業の事業継続に向け資金調達が阻害されないよう、中小規模企業の実態に即した融資・助成
金各種助成の拡大や助成率の引き上げを行われたい。
＜回答：産業労働局＞　都制度融資では、中小企業を取り巻く状況を踏まえて、都独自の優遇措置を行って

います。具体的には、借換額に加え、事業運営に必要な資金を上乗せ融資できる「特別借換」や、小規模
企業に対して小口の運転資金を迅速に融資する「小口（短期つなぎ特例）」を設けるなど、経営改善や日々
の資金繰りを支援しています。また、これらのメニューでは、小規模企業を対象に、信用保証料の 2 分の
1 を補助しています。今後とも、中小企業に対する支援を着実に実施してまいります。

要望３．ＢＣＰ策定への取り組みに対する支援

首都直下型地震が予想され、近年では風水害も多発し社会を揺るがすリスクが高まる中、ＢＣＰ策定は非常
に重要かつ緊急な課題である。しかし中小企業の多い印刷産業では、その取り組みにノウハウや資金が十分で
ない企業が多く、支援の拡大を望む。次の方策を講じられたい。
（１）東京都中小企業振興公社（以下公社）によるＢＣＰ策定支援策は、昨年度は普及啓発セミナーから策定講座・

専門家派遣（3 回）まで無料で利用可能であったが、平成 29 年度は、ステージ 1（ＢＣＰ策定講座）は無料
であるが、ステージ 2（ＢＣＰ策定コンサルティング）が有料となり、取り組み企業の負担となることが懸念
される。当連盟が平成 27 年に構成している 5 団体を対象に実施したアンケートでは、約 70％の企業が未策定
であり、ＢＣＰはこれから広く策定が進んでいく段階であることから、ステージ 2（ＢＣＰ策定コンサルティ
ング）も、従来と同様に無料で受講可能とされたい。
＜回答：産業労働局＞　都は、都内中小企業の防災力向上を図るため「東京都ＢＣＰ策定支援事業」を実施し

ています。従来、ＢＣＰ策定に取り組む企業に対して 3 回まで無料で専門家を派遣していましたが、策定完
了に至らないケースが多いことから、平成 29 年度から、企業の一部負担を要するものの、専門のコンサルティ
ング会社による一貫支援体制を整備し、着実にＢＣＰ策定に至るよう支援内容を充実しています。また、「中
小企業における危機管理対策促進事業」においては、
中小企業が策定したＢＣＰを実践するために必要と
なる設備等の導入に要する経費を助成しており、今
後とも中小企業に対する支援に努めてまいります。

（２）東京都または公社のＢＣＰ策定支援事業の活用
により、ＢＣＰを策定した事業者を対象に実施され
ている ｢ＢＣＰ実践促進助成金｣ は、対象品目も多
岐にわたり経済的負担の大きいＢＣＰ対策への設備
投資に対して有効活用が期待できる。但し、ＢＣＰ
実践に必要な事業の ｢設置・購入｣ に関する費用に
限られ、印刷業の生命線である印刷データの保全対
策に用いるデータバックアップサービスは、機器を 都議会自民党
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政策要望および東京都関係各局からの中間回答（４）

購入するのではなく遠隔地のデータセンターを利用することから、月々発生する ｢レンタル利用料｣ も対象と
されたい。
＜回答：産業労働局＞　都は、「中小企業における危機管理対策促進事業」において、中小企業が自然災害等不

測の事態が生じた場合に備え、講じる事業継続のための取り組みを支援しています。自家発電装置、安否確
認システム、データバックアップシステムなど、中小企業が策定したＢＣＰを実践するために必要な取り組
みに係る経費の一部を助成しています。

要望４．メディア・ユニバーサルデザイン（ＭＵＤ）の採用・普及

誰もが公平に必要な情報を理解し利用できるようにすることは社会的な責任であり、その中で重要な役割を担
う印刷物等メディアにおいて、デザインや文字についての配慮と技術を含めたＭＵＤが採用されるよう、次の方
策を講じられたい。
（１）東京都は ｢福祉のまちづくりを進めるためのユニバーサルデザインガイドライン｣ を制定し、情報提供で

配慮すべき事項として色彩表現の表記があるが、まだカラーユニバーサルデザインを中心とした内容に留まっ
ているため、デザインや文字にも誰にも分かる伝達手法として、ＭＵＤをガイドラインに付け加えられたい。
＜回答：福祉保健局＞　都は、東京都福祉のまちづくり条例施設整備マニュアルや昨年 3 月に策定した「区市

町村・事業者のための『心のバリアフリー』及び『情報バリアフリー』ガイドライン」において、色弱の特性
や読みやすい色の組み合わせなどを解説しています。

（２）東京都の発注印刷物についてＭＵＤを採用されたい。
＜回答：福祉保健局＞　都が作成する印刷物やホームページ等をだれにも見やすくわかりやすいものとするた

め、カラーユニバーサルデザインガイドラインを作成し、印刷物等を作成する際に活用するよう、庁内に周知
しています。

（３）2020 年を見据えた取り組みとして、情報伝達の重要な役割を担うオリンピック・パラリンピック関連の印
刷物発注要件について、ＭＵＤを標準採用とされたい。

＜回答：オリンピック・パラリンピック準備局＞　印刷物等による情報の伝達は、高齢者や障がいのある方も含
めた、だれもが見やすい形で提供することが重要であると認識しています。オリンピック・パラリンピック関
連の印刷物作成に当たっては、都が印刷物をだれにもわかりやすいものにするため作成した「東京都カラーユ
ニバーサルデザインガイドライン」を活用するなど、だれもが必要な情報を理解・利用できるよう配慮した発
注に留意してまいります。

要望５．ダイバーシティ経営の取り組みに対する支援

（１）少子高齢化で労働人口が不足してくる中、女性の社会的活躍を促進するため、再就職支援や新たな就業分
野の掘り起しを行うとともに、女性の活躍推進に意
欲的な中小企業等の取り組みに対し支援を行うな
ど、仕事と家庭の両立を図りながら、多様な働き方
ができる環境整備を推進されるよう、女性の活躍人
材育成事業の拡充を図られたい。また、これらの施
策を後押しするためには、保育所のさらなる増設、
小学校低学年児童の学童保育の充実をはじめ子育て
支援策をより一層展開されたい。

＜回答：産業労働局＞　女性の採用や就業分野の拡大
に向けては機運醸成のため啓発イベントの実施や、
採用に意欲的な企業を集めた合同就職面接会を実施
しています。さらに、平成 29 年度からは、多摩地

都議会民進党
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政策要望および東京都関係各局からの中間回答（５）

域において、身近な地域で働きたい子育て中の方を対象に、女性の就業を応援するプログラムを国と連携し
て実施しています。また、トイレ、ロッカー、仮眠室などのハード整備やテレワーク等の導入に係る経費を助
成するなど支援を行っています。

　　中小企業における女性の活躍推進に向けては、人事権を持つ管理職等への研修の実施とともに、社内での「女
性の活躍推進責任者」の設置や、法に定める一般事業主行動計画の策定等に対する奨励金の支給により、職
場における取り組みを支援する「女性の活躍推進人材育成事業」を行っているほか、仕事と育児等と両立で
きる雇用環境整備への支援も実施しています。併せて、企業主導型保育施設の開設に伴う備品購入費への支
援を図り、施設の設置促進を図っています。

＜回答：福祉保健局＞　待機児童解消に向けた保育サービス拡充を促進するため、区市町村や事業者の負担軽
減、都有地の減額貸付、国有地・民間地の賃借料補助等、独自の支援策を実施します。

　　また、学童保育については、国庫補助制度による運営費及び施設設備費の補助のほか、都型学童クラブ事
業や子供家庭支援区市町村包括補助事業により、ソフト ･ ハード両面から区市町村の取り組みを幅広く支援し、
学童クラブの受け入れ枠の拡大及び質の向上を図っていきます。

（２）人手不足解消につながる、障害者、外国人、離職等からの復職による多様な人材活用や育児・子育て・介
護への環境を整備し復職率を向上させるなど、ダイバーシティ・マネジメントの推進に支援されたい。

＜回答：産業労働局＞　国の特定求職者雇用開発助成金または発達障害者・難治性疾患患者雇用開発助成金の
対象となる障害者の方を雇用し、国の助成金支給終了後も引き続き雇用する中小企業を対象に、都独自の助
成金として「東京都中小企業障害者雇用支援助成金」を支給し、一層の職場定着支援を行っております。また、
雇用の質の改善と雇用の安定を目的とし、障害者の正規や無期雇用での雇入や転換、賃金水準の改善などに
取り組む事業主に対し、「障害者安定雇用奨励金」を支給しております。

　　今年度新たに、「東京都難病・がん患者就業支援奨励金」を創設し、難病やがん患者の治療と仕事の両立に
向けて積極的に取り組む企業を支援しております。また、国と連携し、障害者雇用に係る支援機関を一堂に
集め、その支援制度の紹介や相談対応、障害者雇用を積極的に取り組む企業の事例発表を行う「中小企業の
ための障害者雇用促進フェア」を実施しております。さらに、28 年度から都では、国（東京労働局、ハローワー
ク）と連携し、障害者雇用に精通した支援員が障害者雇用を進めていく必要のある中小企業を個別訪問し、
企業のニーズに応じた情報提供や支援メニューの提案を行う「中小企業障害者雇用応援連携事業」を実施し
ています。

　　外国人に対する支援としては、中小企業と外国人材双方に対し、セミナーやウェブサイト等により採用・就
職に関する情報やノウハウを提供するとともに、29
年度からインターンシップや企業説明会により中小
企業と外国人材の交流と就職マッチングに向けた支
援を行っています。

　　「中小企業の外国人材受入支援事業」については、
国が設置している「東京外国人雇用サービスセン
ター」と連携し、外国人材及び企業に対する支援を
行っています。

　　一方で、従業員が安心して働くことのできる雇用
環境整備を推進していくため、多様な働き方の実現
など優れた取り組みを実施している中小企業を認定
し、広く公表するなど社会的気運の醸成に向けた取
り組みを推進しているほか、仕事と育児・介護の両
立支援や働き方改革など雇用環境の整備を実践する
中小企業への支援を行っています。
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東京都印刷産業議員連盟議員を選任
平成30年度国家予算・税制等に対する要望（１）

■東京都印刷産業議員連盟議員を選任

東政連では当連盟の趣旨・目的を理解し、都政に関する要望実現に協力・支援を頂ける都議会議員の方々で
組織する東京都印刷産業議員連盟（議員連盟）を設置している。本年 7 月の都議会議員選挙改選に伴い議員連
盟は新たに都議会自民党・都議会公明党・都民ファーストの会で構成し合計 21 名を委嘱した。議員連盟の名簿
は 8 頁に掲載。

■衆議院議員総選挙での推薦状交付

10 月 22 日に投開票された衆議院議員総選挙では 10 名（自民党 7 名・公明党 1 名・希望の党 2 名）に推薦状
を交付し、全議員が当選した。

■地方議員選でビラ配布解禁

都道府県や市・特別区の議会議員選挙で、候補者による選挙運動用のビラ配布を解禁する改正公職選挙法が
6 月 14 日、成立した。2019 年 3 月 1 日に施行され、これ以降に告示される選挙から適用される。候補者 1 人当
たりに認められる配付枚数は、都道府県議選が 1 万 6,000 枚、政令市議選が 4,000 枚。各議会が条例で定めれば、
作成費用の公費負担も可能。町村議選は対象に含まれなかった。

■平成 30年度国家予算・税制等に対する要望

東政連では 11 月 13 日、自民党本部にて自民党東京都支部連合会（自民党都連）と定例のヒアリングを行い、
要望事項として以下の 5 項目を掲げ意見交換を行った。

１．中小企業の経営基盤強化・活性化に向けた支援

日本の経済成長の原動力となる中小企業の活力強化には、税制面での減免等優遇措置が必要である。中小企
業の実体経済の回復、さらなる持続的な成長のため、次の措置を取られたい。
（法人税関係）
（１）中小企業の積極的な事業展開促進のため、中小企業に対する法人税の軽減税率の引き下げは、２年間の時

限的引き下げ後も継続するとともに、その適用所得範囲を引き上げられたい。
（２）各事業年度の課税額を是正するための措置である繰越欠損金の控除期間（10 年）の制限を廃止されたい。
（交際費関係）
（１）交際費課税の定額控除の適用対象企業を資本金

3 億円まで拡大されたい。
（２）中小企業の損金算入限度額（現行 800 万円）を

１千万円まで引き上げられたい。
（３）社会習慣上相当と認められる慶弔費および中小

企業組合の組合員相互の連携・交流を図るための経
費については、損金処理を認められたい。

２．教育現場での紙媒体の活用の促進

教育現場でパソコン等ＩＴ機器を使った教育が行
われ、小中高校の ｢デジタル教科書｣ については、
文部科学省の有識者会議で 2020 年度から授業の一部
で使用することを目指すとされている。しかしながら、
人の脳と高い親和性を持つ紙媒体による視認は不可
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平成30年度国家予算・税制等に対する要望（２）

欠であり、教育現場では紙の教科書の学習効果が高いという実験結果がある。特に初等における基礎的な知識
や人間としての感性の育成に、紙媒体の機能は重要な役割を担う。

現代社会において情報は多岐にわたりメディアの選択が必要であるが、利便性の追求一辺倒にならないよう、
人間形成をも考慮してまず教育現場で紙媒体の優位性を保持されたい。

３．事業承継推進への支援

（１）「事業承継」への取り組みは、中小印刷業界に限らず、業界発展に必要な「業界の新陳代謝」を促進する
といった意味でも非常に重要なものである。組合事業への直接支援、さらには個々の企業に対しての支援な
どの予算措置を講じられたい。

（２）中小企業の事業承継の円滑化を図るため、以下の相続税負担の軽減措置を行われたい。
①事業承継に配慮した基礎控除額を引き上げられたい。
②中小企業の小規模宅地に対する相続税を非課税とされたい。

４．メディア・ユニバーサルデザイン（ＭＵＤ）の採用・普及

平成 30 年度東京都予算に対する要望に同じ。

５．労働安全衛生対策の推進─ＧＰ認定取得費用に対する助成の拡充

印刷・同関連産業界では、自主基準として日本印刷産業連合会 ｢印刷サービスグリーン基準｣ を制定し、印刷・
同関連企業の社会的責任の遂行と地球環境保全を推進している。本基準を達成した工場・事業所を ｢グリーン
プリンティング（ＧＰ）認定｣ することで、環境配慮製品の普及を推進している。本基準は ｢国等による環境物
品等の調達の推進等に関する法律｣（グリーン購入法）の特定調達品目とも整合性を確保するよう配慮されており、
ＧＰ認定は平成 25 年 3 月策定の環境省 ｢プレミアム基準策定ガイドライン｣ の設定において考慮すべき事項に
挙げられ、グリーン化の志向は地方公共団体や民間に波及することも期待されている。

ＧＰ認定の取得促進が望まれるが、東京都印刷産業政治連盟 5 団体の合計認定件数は約 130 社に留まっている。
取得費用は従業員規模 20 ～ 29 人の場合 170,000 円で負担軽減が必要であることから、取得費用に対して助成さ
れたい。

６．ダイバーシティ経営の取り組みに対する支援

平成 30 年度東京都予算に対する要望に同じ。

７．書籍・冊子・新聞への消費税軽減税率制度の適用

消費税は平成 31 年 10 月 1 日より税率が 10％に引
き上げられ、同時に軽減税率制度が実施される。読者
の負担を軽くすることは、活字文化の維持、普及にとっ
て不可欠なことから、書籍・冊子・新聞をその対象品
目にされたい。 自民党本部

　東京都印刷産業政治連盟事務局
　〒 104-0041　東京都中央区新富 1-16-8　ＴＥＬ／ＦＡＸ　03-3551-1642
　東政連ホームページ　http://www.tppu.jp/
　機関誌購読料（会費）年額 1 口 /3,600 円より
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－東京都印刷産業議員連盟議員－ （ 平成29年11月からの陣容）

＜東京都議会自由民主党＞
三 宅 茂 樹  氏
選挙区：世田谷
〒 154-0001
世田谷区池尻 2-20-12-103

電　話 03-5481-1500／FAX 03-5481-2300

髙 島 直 樹  氏
選挙区：足立
〒 120-0034
足立区千住 4-9-7

電　話 03-3881-0007／FAX 03-3881-0606

宇 田 川 聡 史  氏
選挙区：江戸川
〒 134-0084
江戸川区東葛西 1-37-24

電　話 03-3687-7007／FAX 03-3869-7101

中 屋 文 孝  氏
選挙区：文京
〒 112-0002
文京区小石川 1-3-23-506

電　話 03-3818-0077／FAX 03-5689-8117

秋 田 一 郎  氏
選挙区：新宿
〒 160-0023
新宿区西新宿 4-11-13-103

電　話 03-3374-2535／FAX 03-3376-1188

山 﨑 一 輝  氏
選挙区：江東
〒 136-0076
江東区南砂 2-28-15

電　話 03-3648-3111／FAX 03-3648-1242

小 宮 安 里  氏
選挙区：杉並
〒 166-0004
杉並区阿佐ヶ谷南
1-17-23-202

電　話 03-5378-0611／FAX 03-5387-0615

谷 村 孝 彦  氏
選挙区：北多摩第一
〒 207-0015
東大和市中央 4-922-18

電　話 042-565-2312／FAX 03-6368-4970

菅 野 弘 一  氏
選挙区：港
〒 108-0071
港区白金台 3-17-4

電　話 03-3445-8211／FAX 03-3445-5155

柴 﨑 幹 男  氏
選挙区：練馬
〒 177-0051
練馬区関町北 1-26-10

電　話 03-5991-1275／FAX 03-5991-1648

川 松 真 一 朗  氏
選挙区：墨田
〒 130-0011
墨田区石原 3-20-9

電　話 03-6240-4370／FAX 03-6240-4380

東 村 邦 浩  氏
選挙区：八王子
〒 192-0051
八王子市元本郷町
4-20-25-302

電　話 042-620-4405／FAX 042-620-4402

慶 野 信 一  氏
選挙区：荒川
〒 116-0001
荒川区町屋 4-17-3

電　話 03-6807-6055／FAX 03-6807-6088

加 藤 雅 之  氏
選挙区：墨田
〒 130-0013
墨田区錦糸 1-5-8-401

電　話 03-5809-7860／FAX 03-5247-1833

石 毛 　 茂  氏
選挙区：西東京
〒 188-0014
西東京市芝久保町 3-6-23

電　話 042-460-0855／FAX 042-460-0856

中 山 寛 進  氏
選挙区：台東
〒 111-0032
台東区浅草 1-1-7-2

電　話 03-3841-4881／FAX 03-3841-4423

滝 口 　 学  氏
選挙区：荒川
〒 116-0014
荒川区東日暮里 4-20-7

電　話 03-6382-8866／FAX 03-6382-8867

保 坂 真 宏  氏
選挙区：台東
〒 110-0008
台東区池之端 2-5-34

電　話 03-3821-3876／FAX 03-3827-2952

荒 木 千 陽  氏
選挙区：中野
〒 164-0001
中野区中野 2-12-5-103

電　話 03-6382-5557／FAX 03-6382-5537

本 橋 弘 隆  氏
選挙区：豊島
〒 171-0042
豊島区高松 3-12-16

電　話 03-6478-9556／FAX 03-6755-9750

長 橋 桂 一  氏
選挙区：豊島
〒 170-0012
豊島区上池袋 3-25-11

電　話 03-3983-8260／FAX 03-3983-8200

＜都議会公明党＞

＜都民ファーストの会＞


